
 

 

第 ２７ 期 決 算 公 告 
東京都江東区潮見二丁目9番地15 

株式会社ＤＳＢ情報システム 

代表取締役社長 佐藤 公治 

貸 借 対 照 表 

 

 （平成29年3月31日現在） （単位：千円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

  流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売    掛    金 

商         品 

仕    掛    品 

短  期  貸  付  金 

前     払    費     用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

  固 定 資 産 

   有 形 固 定 資 産 

建         物 

工具・器具及び備品  

   無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

  投資その他の資産 

長 期 前 払 費 用 

長 期 差 入 保 証 金 

保 険 積 立 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

2,854,734 

571,173 

1,304,742 

2,438 

7,773 

800,000 

76,548 

88,359 

3,698 

1,505,209 

116,942 

19,808 

97,133 

304,414 

304,414 

1,083,853 

31,214 

110,816 

625,633 

308,670 

7,518 

  流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金  

役 員 賞 与 引 当 金 

受 注 損 失 引 当 金 

  固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

そ    の    他  

1,125,361 

457,852 

313,217 

19,845 

4,130 

57,446 

12,188 

192,063 

22,372 

46,245 

915,842 

898,712 

17,130 

負 債 合 計 2,041,204 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本   

  資 本 金 

  資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金  

  利 益 剰 余 金 

    利 益 準 備 金  

    そ の 他 利 益 剰 余 金 

   別 途 積 立 金 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

（うち当期純利益） 

2,318,739 

434,000 

133,500 

133,500 

1,751,239 

29,280 

1,721,959 

1,251,000 

470,959 

（189,868） 

純 資 産 合 計  2,318,739 

資 産 合 計 4,359,944 負債及び純資産合計  4,359,944 

 



 

 

個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1．有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

2．たな卸資産の評価基準および評価方法 

（1）商   品  移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方

法により算定） 

（2）仕 掛 品  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法に

より算定） 

3．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 定額法 

（2）無形固定資産 定額法 

ただし自社利用のソフトウエアについては、社内における 

利用可能期間（主として5年）に基づき、定額法によっております。 

4．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

当事業年度末現在に有する金銭債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

（4）受注損失引当金 

受注制作のソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損失の発

生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる契約について、損失見込額を

計上しております。 

（5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。      



 

 

 

5．収益および費用の計上基準 

受注制作のソフトウエア開発に係る収益および費用 

当事業年度に着手した受注制作ソフトウエア開発契約のうち、当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる契約については工事進行基準を適用し、その他の契約について

は、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する契約の当事業年度末にお

ける進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

6．消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

（その他の注記） 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


